
一般財団法人 土地総合研究所  1 

 

 

 

 

 

（はじめに） 

「地域再生法の一部を改正する法律案」が平成 31 年 3 月 15 日に閣議決定され、国会に提出された。

その骨子は、人口減少社会に対応した既存ストックの活用による「多世代共生型のまち」への転換であ

り、①住宅団地の再生、②空き家を活用した移住促進、③公的不動産の利活用、が改正の三本柱である。

代表的な事業のイメージは以下のようなものである。改正法の公布後、1月を超えない範囲内において政

令で定める日からの施行を予定している（図表）。 

 

（地域住宅団再生事業の創設） 

住宅需要に対応するため、高度成長期以降に開発された 5 ヘクタール以上の住宅団地はおよそ全国に

3000に達するが、その多くで高齢化が進行し、空き家の大量発生が懸念されている。良好な環境を保持

するために指定された用途地域のうち、第一種低層住居専用地域ではコンビニ立地が認められず、また、

第二種低層住居専用地域や第一種・第二種の中高層住居専用地域でも店舗の床面積に制限があり、コン

ビニの立地が制限される。シェアオフィスの立地も、第二種中高層住居専用地域を除く住居専用地域で

は立地ができない。そこで、市町村がこれらの区域内において区域を定めて多様な主体と連携して住宅

団地再生のための総合的・一体的な事業計画（以下「地域住宅団地再生事業計画」という。）を作成する

ことで、コンビニ・シェアオフィス立地を始め多様な住宅団地再生ニーズに係る各種行政手続をワンス

トップ化し、スピーディーに住宅団地再生を実現しようとするものである。地域住宅団地再生事業計画

について国土交通大臣の同意があれば、特定行政庁は、区域内の住宅団地再生事業に係る建築物につい

て建築基準法 48条 1項から 4項までの特例許可をすることができるようになる。 

 

（既存住宅活用農村地域等移住促進事業の創設） 

就農希望者の地方移住を促進するため、空き家とその敷地にある農地に限り、取得できる面積の下限

を現行の原則 50 アール以上（北海道は 2 ヘクタール以上）から引き下げ、就農人口の拡大につなげる。

下限は市町村が区域を定めて一括に定めるが、政府は 1アール程度への引き下げを想定している。また、

市街化調整区域内の空き家は原則、農家以外への転売ができず買い手が付きにくい現在の状況を改め、

市町村が指定する区域内では農家以外でも簡素な手続きで購入できるよう特例を設ける。 

 

（民間資金等活用公共施設等整備事業の創設） 

廃校跡地、低未利用地の公的不動産の有効活用について、民間の資金・ノーハウを活用する PPP/PFI

の導入を促進することとし、株式会社民間資金等活用事業推進機構は、地方公共団体の依頼に応じて、

専門家の派遣・助言等の業務を営むことができることとする。 

 

 

リサーチ・メモ 

「地域再生法の一部を改正する法律案」が閣議決定（平成 31年 3 月 15 日） 

2019年 4 月 2日 
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（図表） 

 

      （注）内閣府公表資料による。 

 

（荒井 俊行） 


